
） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
宅地開発等の現状変更に伴う照会の審査を行い、該当するものについての文化財保 引き続き開発事業者等関係者に対して保護の趣旨を説明
護法に基づく指導や手続き、公共団体が行う試掘・確認調査等を実施しており、改 し、理解と協力を求めるとともに、埋蔵文化財の記録・
善の余地はない。 保護・保存についてもより機能的な方法を検討して進め

て行く。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
平成29年度は、試掘調査4件、立会調査33件を行った他、簡易な現地調査を8件実施
した。また、東京都指定史跡・新山遺跡の屋外展示遺構の劣化調査・現物遺構の埋
没保存・精密複写復元等改修を行い、埋蔵文化財の適切な保護と活用に資する事業
を行っている。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130301 埋蔵文化財保存事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）文化財保護法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

埋蔵文化財包蔵地（遺跡）と出土文化財
対象

事業内容 ①開発計画との調整　②遺跡の試掘・確認調査　③遺跡の調査指導

・ ④出土文化財の整理・活用　⑤調査報告書の作成・管理

活動手段

目的 埋蔵文化財包蔵地（遺跡）及び出土文化財を後世に残す。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 ①埋蔵文化財に係る年間調査件数　②出土文化財の資料整理件数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

11 17 45

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 660 879 5,906

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 2,916

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 2,916
一般財源

一般財源 660 879 74

人件費（理論値）②　（千円） 2,887 4,184 5,270

トータルコスト①＋②　（千円） 3,547 5,063 11,176

単位当たりコスト　（円） 322,455 297,824 248,356

目標達成率　（％



文化財調査は保護のための基礎的業務であり、業務フローに改善の余地はない。所 市文化財保護審議会等専門機関と連携を図りながら、市
蔵資料及び市民寄贈の文化財資料等について、継続的・優先的な調査を行う必要が 内の文化財や古文書等膨大な文化財資料の整理・調査・
ある。 保護を進めていく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
平成29年度も、市民寄贈の文化財資料及び近代行政文書の調査・整理、市民団体と
の協働事業として平成20年度から実施している近世古文書の解読調査を継続して行
った。また、国登録有形文化財「村野家住宅」の民具調査の本調査（平成28年度は
事前調査）を行った他、村野家が所蔵する未整理近代文書の概要調査（分類・整理
・目録作成）を行った。さらに郷土資料室所蔵の昆虫標本について、調査・目録作
成を継続している。文化財調査は、地道な調査研究等の積み重ねの作業であり、効
率性等を問えるものではない。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130302 文化財保存調査事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）文化財保護法　（市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内にある文化財
対象

事業内容 ①文化財保護に伴う調査

・ ②指定に伴う調査

活動手段 ③特別調査

目的 文化財を調査し、後世に伝える適切な処理を講じる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 調査された文化財の数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

81 537 860

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 356 623 958

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 20 20 20

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 336 603 938

人件費（理論値）②　（千円） 784 984 1,517

トータルコスト①＋②　（千円） 1,140 1,607 2,475

単位当たりコスト　（円） 14,074 2,993 2,878

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）



書学習会、郷土芸能、里唄研究会等の団体が活動しており、そ 文化財や歴史に関する市民の関心は年々高まっており、
れぞれの団体と連携を図っている。業務フローに改善の余地はない。 多角的な受け皿と協働事業が推進できる団体の育成が必

要とされる。今後は補助金のみならず様々な角度からの
支援を行っていくことが要請される。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
平成29年度も郷土研究会に補助金を支給した他、各団体と連携を図り、資料・情報
提供等の支援を行った。市民団体との信頼関係の上に行われる事業であり、効率性
等の尺度にはそぐわない。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130303 文化財保護団体支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市生涯学習活動費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (不明 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内文化財保護団体
対象

事業内容 ①活動費補助金の交付

・ ②研修会等の支援

活動手段 ③協働事業（研究）の推進

目的 文化財保護団体の育成

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金交付団体数 単位 団体

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 活動団体数 単位 団体

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 4

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 4 4

実績値 4 4 4

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 30 30 30

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 30 30 30

人件費（理論値）②　（千円） 132 137 139

トータルコスト①＋②　（千円） 162 167 169

単位当たりコスト　（円） 162,000 167,000 169,000

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
市郷土研究会、古文



の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
文化財施設を集中保管する施設がないため、市内の施設に分散して保管しており、 施設の老朽化に対応する計画的な改修・修繕等、早急な
また各施設の老朽化も激しい。集中保管施設の新たな確保が必須であり、それまで 処置が必要であるが、それまでは応急的な最小限の修繕
は最小限の施設修繕を行う必要がある。 を行っていく。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
平成29年度は、文化財保存整理室の西側外付け階段の老朽化に伴う修繕を行った他
、第三小学校郷土資料室の雨樋等修繕、新山遺跡屋外展示のアクリル板修繕等を行
った。老朽化により施設の管理は年々厳しい状態になっているが、破損等による修
繕など施設の適正な管理は行っている。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130304 文化財施設管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）文化財保護法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

文化財
対象

事業内容 ①施設管理

・ ②施設機械警備委託

活動手段 ③施設修繕

目的 文化財施設が適切に管理されることによって、文化財が保護される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 施設修繕箇所 単位 箇所

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

2 3 4

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 適切に管理されている施設割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,799 1,365 1,581

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,799 1,365 1,581

人件費（理論値）②　（千円） 742 770 780

トータルコスト①＋②　（千円） 2,541 2,135 2,361

単位当たりコスト　（円） 1,270,500 711,667 590,250

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度



る極めて専門性の高い事業であり、学識者の意見を反映させる 今後も継続して文化財の適切な保護と活用を図っていく
ことは不可欠である。年2回の審議会他、専門部会の開催数は妥当であり、業務フ 。
ローに改善の余地はない。

効率性 １ 達成度 ３

説明
平成29年度は市文化財指定の事前審議及び諮問を行った他、専門部会として平成28
年度に引き続き東京都指定史跡・新山遺跡屋外展示改修検討委員会を行った。文化
財の指定にかかわらず、審議内容によって従事時間も増加することが想定され、文
化財の適切な保護と活用を継続して行っていく事業のため、効率性は変動すること
になる。平成29年度は次年度の文化財指定に向けた調査や視察等に係る事務量が増
加している。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130305 文化財保護審議会運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）文化財保護法　(市)東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

文化財保護審議会委員
対象

事業内容 ①文化財の市指定審議

・ ②文化財保護に関する重要事項の審議、建議

活動手段

目的 市内文化財の適切な保護と活用

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議開催数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

2 2 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 192 272 263

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 192 272 263

人件費（理論値）②　（千円） 742 770 1,084

トータルコスト①＋②　（千円） 934 1,042 1,347

単位当たりコスト　（円） 467,000 521,000 673,500

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
法・条例を根拠とす



明 総合評価（課題・方向性）
3名の職員体制で文化財係の業務を行いながら郷土資料室の運営も行っており、業 今後も講座、特別展等の企画事業の充実を工夫し、広範
務フローに改善の余地はない。 囲なPRに努める。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
平成29年度は、夏休み期間中に所蔵する昆虫標本の企画展示を行うとともに小学生
向けの講座を2回、歴史展示室開室10周年の記念講演を1回開催した。展示・講座等
はそれぞれに創意工夫、準備等が必要である。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130306 郷土資料室運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市郷土資料室設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 郷土資料室の整備及び運営

・

活動手段

目的 市内の文化財や歴史を知り、郷土への関心と理解を深める。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開室日数 単位 日

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

291 292 292

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 施設利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 3,200

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 3,200 3,500

実績値 3,602 3,230 3,101

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 571 693 373

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 571 693 373

人件費（理論値）②　（千円） 2,969 3,209 3,251

トータルコスト①＋②　（千円） 3,540 3,902 3,624

単位当たりコスト　（円） 12,165 13,363 12,411

目標達成率　（％） － 101 89

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説



□ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
学校や外部機関からの講師依頼に対応して、講師派遣については市民講師の登録を 今後も引き続き講座等の開催を企画しながら、市郷土研
行い、広く講師依頼も推進しており、業務フローに改善の余地はない。 究会とも連携し市民講師等ボランティアの育成も進めて

行く。また、国登録有形文化財「村野家住宅」の見学会
はNPO法人等が主催し、市教育委員会がその支援に当た
る等、市民主体の事業として行われており、今後も継続
する必要がある。

効率性 １ 達成度 ２

説明
学校や外部機関からの講師依頼に対応しているが、講師派遣については市民講師の
登録を進め、講師依頼を行う方向も推進している。平成29年度は郷土資料室歴史展
示室の開室10周年の記念講演会等を行い、事務量が増加している。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130307 文化財講座等普及事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 ①東京文化財ウイーク公開・企画事業

・ ②郷土史講座

活動手段 ③講師派遣等

目的 市内の文化財や歴史を知り、郷土への関心と理解を深める。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 講座等実施回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

16 16 13

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 講座等の参加者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 1,500

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 800 1,500

実績値 1,458 1,525 1,270

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 72 63 58

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 72 63 58

人件費（理論値）②　（千円） 3,918 4,150 4,117

トータルコスト①＋②　（千円） 3,990 4,213 4,175

単位当たりコスト　（円） 249,375 263,313 321,154

目標達成率　（％） － 120%以上 85

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある



評価（課題・方向性）
「くるめの文化財」を市文化財保護審議会委員に原稿を依頼する等、年1回発行し 「くるめの文化財」は市のホームページにも掲載してい
ている。また、所蔵する資料の調査・研究成果として、年４～７回程度、「郷土資 るが、市民の紙ベースでの資料要望も高く、企画講座等
料室通信」の刊行を行っている。業務フローに改善の余地はない。 における有効な資料となるため、引き続き刊行を行って

いく。「郷土資料室通信」は、平成31年度も近代歴史文
書のシリーズを継続し発刊していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
郷土資料室所蔵昆虫標本の調査・研究成果として、「くるめの文化財」は平成28年
度に引き続き「多摩の昆虫」について掲載。また、「郷土資料室通信」は、郷土資
料室所蔵の近代歴史文書の整理・調査で明らかになった内容をシリーズで発表する
など、計画的に目標を達成している。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130308 文化財パンフレット刊行事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 ①「くるめの文化財」の刊行

・ ②「郷土資料室通信」の刊行（№３９～４５）

活動手段

目的 市内の文化財や歴史を知り、郷土への関心と理解を深める。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 年度中の刊行数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

1 6 8

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 パンフレット発行部数 単位 部

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 150

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - - 650

実績値 590 650 710

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 75 149 223

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 75 149 223

人件費（理論値）②　（千円） 124 128 130

トータルコスト①＋②　（千円） 199 277 353

単位当たりコスト　（円） 199,000 46,167 44,125

目標達成率　（％） － － 109

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合



向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
個人（団体）所有の文化財を維持・伝承する有効な手段であり、自治体の積極的な 今後は無形民俗文化財だけでなく有形文化財や国登録文
支援が必要である。近年は市無形民俗文化財の道具類の修繕や補充が多く行われて 化財（建造物の茅葺屋根）の修繕に対する支援について
おり、情報交換を行って計画的に修繕する物件を把握するよう有効性を高めており も検討する必要がある。
、業務に改善の余地はない。

効率性 １ 達成度 ３

説明
平成29年度は市無形民俗文化財 南沢獅子舞の行われる年に当たり、南沢獅子舞の
着物や道具類の修繕・補充を行うなど、効率的に進めている。平成28年度は、無形
民俗文化財の修理に加え有形民俗文化財3件の移転に伴う補助を行っており事業費
が増加したが、平成29年度は活動実績は通常に戻っている。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130309 文化財修理補助事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例　（市）東久留米市文化財修理費等補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 (改正実施年度 平成21年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (不明 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

文化財
対象

事業内容 文化財の修理への補助金交付

・

活動手段

目的 市内文化財の適切な伝承

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 修理された文化財数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

1 4 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 適切に修理された割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 150 300 150

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 150 300 150

人件費（理論値）②　（千円） 124 278 139

トータルコスト①＋②　（千円） 274 578 289

単位当たりコスト　（円） 274,000 144,500 289,000

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方



価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
多摩地域の市町が出版している文化財や郷土史・自然に関する書籍の展示販売会を 頒布書籍数は少ないが、文化財保護意識の高揚を図るた
年1回行っており、東京都市社会教育課長会文化財部会の主催事業であるため、業 めに今後も継続して参加していく。
務フロー等に改善の余地はない。

効率性 ５ 達成度 １

説明
平成29年に30回を数える事業で、事業への参加は任意であるが、多摩25市町の自治
体が参加しており、市民・都民への文化財保存普及啓発の効果は大きい。平成28年
度は幹事市に当たったため社会教育課長会文化財部会全般にわたる事務作業が大幅
に増えたが、平成29年度は通常の業務量に戻っている。開催場所が立川市であり来
場者は中央線沿線の住民が多いことから、沿線外の市への関心が低い上、平成29年
度は新規の刊行物がなく頒布数が減少した。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130310 文化財出版物普及事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (東京都市社会教育課長会主催 )

□ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (東京都市社会教育課長会主催 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

多摩郷土誌フェアに訪れる市民・都民
対象

事業内容 東京都市社会教育課長会文化財部会主催の「多摩郷土誌フェア」を年1回（2日間、立川市女性総合センターにて

・ 開催）実施、25市町参加

活動手段

目的 東久留米市刊行の文化財資料集等の普及

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 東久留米市の展示書籍種類 単位 点

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

32 32 26

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 東久留米市の頒布書籍数 単位 冊

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 25

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 32 30

実績値 45 23 21

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 15 25 17

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 15 25 17

人件費（理論値）②　（千円） 123 1,754 130

トータルコスト①＋②　（千円） 138 1,779 147

単位当たりコスト　（円） 4,313 55,594 5,654

目標達成率　（％） － 72 70

評



財について説明板を設置している。 引き続き、新規及び経年劣化による全体的な取替が必要
文化財の新指定があれば新規設置を行い、既存説明板についても修繕の必要なもの なものに関しても実施していく。
は優先順位をつけて適正な管理を行っており、業務フローに改善の余地はない。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
平成29年度は下里本邑遺跡公園内の老朽化した説明板の修繕等を行った。設置ある
いは修繕の必要な場合に行う事業であり、効率性は実施内容により変動する。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130311 文化財説明板設置事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

指定文化財
対象

事業内容 ①新指定文化財の説明板設置

・ ②既存説明板の改修

活動手段

目的 文化財の内容を解説し、見学者の利便性を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 説明板整備件数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

15 2 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,217 162 233

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,217 162 233

人件費（理論値）②　（千円） 743 513 780

トータルコスト①＋②　（千円） 1,960 675 1,013

単位当たりコスト　（円） 130,667 337,500 84,417

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
見学者の利便性を考慮し、屋外にある指定文化



ローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
郷土芸能は各団体の不断の努力によって継承されており、市の貴重な財産として支 市の行事出演依頼もあり、伝統芸能の後継者を増やす積
援していく必要がある。業務フローに改善の余地はない。 極的な活動を行うためにも、今後はより一層、側面支援

を充実させる必要がある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
平成29年度も補助金を支給した他、情報提供を行う等、伝統芸能の保存と伝承に支
援・活用ができている。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130312 郷土芸能保存の支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例　（市）東久留米市無形民俗文化財保護費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 (改正実施年度 平成20年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (不明 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

郷土芸能団体
対象

事業内容 ①郷土芸能団体への補助金交付

・ ②情報提供等の支援

活動手段

目的 郷土芸能団体の活動の継続

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金交付団体数 単位 団体

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

5 5 5

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 交付した結果、継続している郷土芸能団体の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 200 200 200

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 200 200 200

人件費（理論値）②　（千円） 371 385 390

トータルコスト①＋②　（千円） 571 585 590

単位当たりコスト　（円） 114,200 117,000 118,000

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フ



容によりさらに資料収集・調査・研究が必要になるものや、 平成30年度は、東久留米歴史ライブラリー1として『東
数年先の刊行に向けた準備を必要とするものもある。業務フローに改善の余地はな 久留米の戦争遺跡』（仮称）を発刊する予定である。今
い。 後の資料集発刊についても計画的に調査・資料取集を行

い、また、在庫のない既刊の資料集の再発行についても
検討及び新規発行の準備等が必要である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
平成29年度は、今後の資料集刊行に向け、資料収集・調査・研究等準備を行ってお
り、平成28年度と同様、事業費は発生しておらず効率性に変化はない。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 130313 文化財資料集刊行事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 文化財資料集の刊行

・

活動手段

目的 市内の文化財や歴史を知り、郷土への関心と理解を深める。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 年度中の刊行数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

1 0 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 これまでに活用された資料の数 単位 冊

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 35,600

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 35,376 35,512

実績値 35,112 35,316 35,452

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 96 0 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 96 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 619 214 217

トータルコスト①＋②　（千円） 715 214 217

単位当たりコスト　（円） 715,000 － －

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
資料集の刊行はその内


